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以下本稿では、ASEAN 加盟後 10 年以上が経過し、名実ともに ASEAN の一員
となったラオスが、 一方に ASEAN とベトナムを見ながら、 他方で中国とどのよ
うな関係を築いているのか、 その模索の現状を見ていこう。 以下では第１節で、






１  ASEAN との歴史的関係 
  1975 年 12 月の建国後、ラオスの対外関係は「特別な関係」にあるベトナムの
外交政策に大きく左右されてきた













                                                  




ASEAN 内でも対ベトナム政策を巡って一枚岩でなかったため、 インドシナ３国対 ASEAN
という対立図式は単純過ぎるかもしれない。しかし、カンボジア問題を巡る地域内の関係
を理解する構図としては適切と考える。カンボジア問題と ASEAN については黒柳（1988）








する姿勢を明確に示した（eekasaan khoong khoongpasum nhai khang thii IV khoong 
phak pasaaso patiwat laaw 1986, 173-185） 。 
この背景には、 生産量を増やし、 国民生活を改善するという建国以来の課題が





1991 年 10 月に「パリ和平協定」が締結され、カンボジア問題は一応の解決を
見ることになった。 カンボジア問題の解決により、 ベトナムと ASEAN の関係を
改善する条件が整ったのである。 それは、 ラオスと ASEAN の関係改善も意味し
ていた。1992 年２月、ラオスはタイと友好協力条約を結び、７月にはベトナム









2000 年に入り、ラオスは ASEAN メンバー国としての役割を徐々に果たすよ
うになってきた。2004 年、第 10 回 ASEAN 首脳会議がヴィエンチャンで開催さ




スは ASEAN メンバー国としての自覚を持つようになった。今では、ASEAN が
ラオス外交の中心軸の一つとなっている。ラオスは名実ともに東南アジア地域
                                                  
3  ラオス国家観光機構提供資料に基づく数値である。   5
の一員となったのである。 
 
２  地域経済への統合 
ASEAN との関係が改善すると、貿易面でもラオスと ASEAN の関係が拡大し
た。特に、タイとの貿易関係は急激な伸びを見せた。表１は、1984 年から 1993







った。 タイとの貿易関係拡大は、 明らかにラオスと ASEAN の関係改善が影響し
ている。 
1997 年の ASEAN 正式加盟以降も、 ラオスと ASEAN の経済関係は順調に推移
している。日本・ASEAN センターによると、2007 年、ラオスは輸出の 49.9％、
輸入の 76.3%を ASEAN と行っており、貿易の 67.8％を ASEAN に依存している
4。外国投資も、タイを中心に ASEAN からの投資が上位を占めており、2001 年






ジア大陸部の経済統合が進んでいる。 特に、 インドシナ３国と ASEAN の関係改
善と時を同じくして始まった、アジア開発銀行（Asian Development Bank: ADB）
の大メコン圏（Greater Mekong Sub-region: GMS）経済協力プログラムは、ラオ
スのインフラ整備にとって必要不可欠となっている。 






                                                  
4  日本 ・ アセアンセンターホームページ 「日本 ・ ASEAN ・ 中国の主要貿易相手国／地域 （2007
年） 」より（http://www.asean.or.jp/general/statistics/statistics08/chapter2/2-2-4.PDF） 。 








周辺国 （＝ラオス） が担い補完することで工業化を進めることである （鈴木 2008, 
28-29） 。 
タイには大手企業の進出に伴って、下請け部品産業も進出し、約 7000 社の日
系企業が存在する（鈴木 2008, 29） 。多くの日系企業は安い労働賃金を活用し、
労働集約型の生産を行ってきた。日系企業がタイに進出し始めた 1985 年の最低
賃金は、70 バーツ／日であったが、2008 年にはバンコク地域で 194 バーツ／日






















                                                                                                                                                  
こと。   7
 


















強めるようになった（Chiou 1982, 296-299） 
1978  年７月、カイソーン党書記長は、中国を「国際反動主義者」と公に避難
した。これに対して中国は、ラオスがベトナムの圧力下に中国批判を行ってい







（Chiou 1982, 300-301） 。また、ラオス党内では「中国派」の粛正が行われ、教





ベトナムがソ連の対中政策を受け入れるのは 1985 年頃である。1986 年８月、イ  8
ンドシナ外相会議が中国に関係改善を呼び掛けると、同年 12 月、および、1987















2008b, 34） 。 
第２は、 ソ連に代わる新たな支援先の獲得である。 ソ連の対ラオス援助は、 1975
年から 1991 年までに約束額で 14 億 5000 万ドルと（実施額は約７億 6000 万ド
ル） 、 援助全体の約 50%以上を占めていた （増原・鈴木 1996,  211-212） 。 しかし、
民主化を機に援助は減少し、ソ連の援助比率は 1986 年の 57％から 1991 年には
３％、1992 年にはほぼゼロとなった（増原・鈴木 1996, 213） 。ソ連の穴を埋め
たのが、IMF 等の国際機関、日本やオーストラリアとともに、それまでの「敵」


















会主義の危機」 により新たな重要性を持ち始めたことからもわかる （山田 2008b, 
35） 。そして、現在は、市場の確保や経済的利益追求という新たな要素が加わっ
た。では、現在の両国関係はどのような発展を遂げているのだろうか。 
   
４  対中関係の急激な進展 
1997 年 11 月、 両国関係を促進するための窓口として、 ラオス・中国経済貿易・
技術協力委員会が設立された。これ以降、両国関係は経済を中心に展開する。














ら 2006 年まで 12 部門に 236 プロジェクト、 ８億 7664 万 7134 ドルにのぼる （表
４参照） 。ラオス計画・投資省によると、2006/07 年度には 22 ヶ国から 191 のプ
ロジェクトに対し、総額９億 7140 万ドルの投資があった。そのうち中国企業
100% 出資による投資は４億 9600 万ドルと最も多い（Pasasson 
Seethakiit-Sangkhom, 2008 年２月１日付） 。また、経済成長を牽引する鉱業部門へ
の投資は、2006 年８月時点で、同部門の全事業数 140 のうち、46 事業を中国企






つのプロジェクトの借入金 1 億 7715 万元は、ラオス政府が窓口となり全て中国
から借り入れ、うち、1 億 3122 万元は中国の有償資金協力、残りは中国民間銀
行からの借り入れとなっている。 そして、 ラオス政府は借入資金の総額 40%を、
ラオス国有企業アグリカルチャー・インダストリー・ディベロップメント・イ
ンポート・エキスポート公社（DAI）に、60%を雲南国際経済技術国有公司
（YIETC）に貸与するツー・ステップ・ローンを行っている（鈴木 2007,  209） 。
つまり、 「ビジネスと ODA をパッケージとしているところが中国の特徴であり
戦略といえる。 （中略）換言すれば、中国国有企業の事業進出に国家が元借款を















注目は、 中国がラオスの党 ・ 政府幹部に対する研修を拡大していることである。
2005 年、中国はラオスの郡レベルの党執行委員会書記 100 人、地方の部門（農
業や保健などの各部門を指す） 指導者60人に対する研修を行った。 2006年には、
中央級指導者 100 人、規律検査担当 30 人を受け入れ、政治思想・実践研修を実






的に示しているといえよう（山田 2008b,  36） 。   11
以上のような両国関係の進展を受けて、2004 年２月にラオスを訪問した呉儀
中国副総理は、 「中国・ラオス関係は歴史上現在が最も良好に発展している」と
述べている（saphaa kaankhaa chin pacham law 2007, 59） 。2006 年６月、チューム
マリー国家主席が中国を訪問し、同年 11 月には胡錦濤中国国家主席がラオスを
訪問した。また、2008 年 11 月にラオスを訪問した張高麗中国共産党政治局員と
の会談でチュームマリー書記長は、ラオス人民革命党と中国共産党は「同じ理
















































６  対中関係の深化がもたらす問題点 
６−１「ヴィエンチャン新都市開発事業」の例 




  当初、 ラオス政府は中国以外の国に競技場建設支援を要請していた。 しかし、
どの国も支援に難色を示したため、最終的に中国に支援を要請した経緯がある。
2006 年８月、ブアソーン首相が中国開発銀行総裁と会談した際、競技場建設に






意に伴って、ラオス政府は約 1600ha（1000ha が新都市開発、640ha が貯水池等
の水域）の土地の開発権をラオス・中国合弁企業（中国側は蘇州工業園区開発
                                                  
6  アジア開発銀行（ADB）Key Indicators for Asia and Pacific 2008  による数値
(http://www.adb.org/Documents/Books/Key_Indicators/2008/pdf/LAO.pdf)。 
7  同上。   13
有限公司や雲南建工集団総公司等の３企業でシェアは 95％、ラオス側は国営土












































































くく、傾斜地でも栽培可能であることも一因である（河野・藤田 2008,  419） 。 
2006 年のパラゴムノキの作付面積は全国で２万 9000ha、このうち北部が１万












そのルアンナムター県では 2008 年 11 月、ゴム栽培面積をこれ以上増やさない
方針を発表している。県内のゴム栽培面積がすでに２万 1600ha に達するととも
に、 最大の市場である中国におけるゴムの価格が２月の 870,100 キープ （700 元）
／キロから 11 月には 372,900 キープ（300 元）／キロに下落したことが原因で
ある（Vientiane Times, 2008 年 11 月 11 日付） 。このように、パラゴムノキ栽培は
現金収入という意味では魅力だが、販売価格に左右されるためリスクを伴って
いる。南部セーコーン県でもゴム栽培への投資認可を暫定的に中止したようで
ある（Vientiane Times, 2008 年 11 月 11 日付） 。 「ゴムブーム」に陰りが見え始め
ている。 
価格以外にも問題はある。 例えば、 企業が契約を守らない事例が後を絶たない。






来ていたが、工場建設を機に近隣住民の多くは焼畑から茶葉の栽培に転換した。    16
この企業に茶葉を販売できるのは、 工場の周囲 20km 以内の農民に限られてい


































                                                  
8 2006 年 2 月 28 日、ポンサーリー県 P 村における筆者により聞き取り。 
9 2006 年３月 17 日、サワンナケート県セーポーン郡 S 村と P 村における筆者による聞き
取り。   17
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表１　ASEANとの貿易関係（1986～1993年）
輸出 　　 　　単位：100万ドル
ASEAN 1.0 2.4 1.3 5.4 21.7 37.0 40.7 42.9 37.5 58.0
　 イ ン ド ネ シ ア - 0 . 0 3 --- 0 . 0 1 0 . 0 1 ---
　マレーシア 0.047 0.008 0.12 0.01 1.3 0.28 0.14 0.09 0.1 1.0
　フィリピン - - - - - - 0.03 0.11 0.11 -
　 シ ン ガ ポ ー ル - 1 . 5 8 --------
　タイ 0.93 0.82 1.16 5.4 20.3 36.7 40.5 42.7 37.3 57.0
　 ミ ャ ン マ ー ----------
　 ベ ト ナ ム ----------
輸入
ASEAN 26 32 33 43 58 67.0 74 84.7 133.5 205.0
　インドネシア 0.004 - - 2.1 - 0.2 0.07 0.09 0.12 -
　マレーシア 0.02 0.01 0.12 0.39 1.25 0.06 0.7 0.07 0.07 1.0
　フィリピン 0.05 0.02 - - 0.03 - - - - -
　シンガポール 6.85 10.3 - - - - - - 5.0 11.0
　タイ 19.1 21.8 32.9 40.9 56.4 67.2 73.4 84.3 133.1 193.0
　 ミ ャ ン マ ー ----------
　ベトナム 0.89 0.84 0.10 0.12 0.15 0.17 0.19 0.21 0.23 -
（出所）Mya Than (1997, 262).
1990 1991 1992 1993
1989 1990 1991 1992 1993
国　　　　　　　年 1986 1987 1988 1989 1984 1985























年度 総額 対中輸入額 対中輸出額
1997 2,875 2,293 582
1998 2,573 1,783 790
1999 3,172 2,216 956
2000 4,084 3,442 642
2001 6,187 5,441 746
2002 6,395 5,430 965
2003 10,944 9,824 1,120
2004 11,354 10,088 1,266
2005 12,892 10,338 2,554
2006 21,836 16,871 4,965
（注）ラオスの財政年度は10月～９月。
（出所）saphaa kaankhaa chin pacham laaw(2007,　113)




1 エネルギー 6 333,102,200
2 工業・手工業 62 209,547,986
3 サービス 26 120,350,376
4 鉱業 37 106,247,900
5 農業 31 39,883,720
6 木工業 9 21,369,600
7 縫製 15 15,129,000
8 貿易 18 12,232,338
9 建設 11 9,470,300
10 ホテル・レストラン 15 6,963,714
11 電信 2 800,000
12 コンサルタント 4 550,000
合計 236 876,647,134





1959-1979 965,600,000 866,600,000  99,000,000
2） --
1989-2000 600,540,000 115,740,000 110,000,000
3) 200,000,000 -
2000.11.12-2006.12.31 1,196,900,000 397,900,000 299,000,000 500,000,000 291,600,736 52,140,000
2006.1.1-2006.12.31 760,500,000 100,500,000 100,000,000 560,000,000 -
合計 3,523,540,000 1,480,740,000 608,000,000 1,260,000,000 291,600,736 52,140,000
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